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株式会社トルビズオン
CEO 増本 衛

ソラシェアの必要性に関するインプット
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規制緩和で人の移住区でも飛行可能に

航空法改正

免許制度
機体検定

ドローン登録の義務化

機体登録制

義務化

2023年は国内ドローンビジネスの⾶躍の年と⾔われる
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12/5航空法が改正され、ドローンの利用範囲が大幅に広がる計画
領域 事例

物流/⼈の移動 輸送、保管、荷役、空⾶ぶクルマ

農業・林業 農薬散布、農作物管理、害獣駆除、⿂群探査、⽣育管理

建築・⼟⽊⼯事 ⼟⽊・建築⼯事、⽼朽化建物調査、河川⼯事、のり⾯調査、橋梁調査、道路⼯事、港湾⼯事、
森林調査、都市計画、砂防、ダム調査

調査・測量
災害調査、⽕災現場調査、防災点検、遺跡・⽂化財調査、植⽣調査、環境調査、河川堆砂状況調査、
地滑り調査、森林観察、海洋⽣物観測、河川・海岸調査、環境保全モニタリング、⼤気内放射線測定、
気象観測、交通調査、地図制作、道路調査、事故調査、標定点測量、俯瞰図、等⾼線図、
急傾斜地・斜⾯調査、地質調査、残⼟調査、棚⽥調査、地理情報システム、オルソモザイク、GIS

点検・警備 防災システム、ソーラーパネル管理、⾵⼒発電管理、ゴルフ場管理、送電線・鉄塔調査、河川敷管理、
警備・監視、資産評価、⼭林管理、⽥畑管理、鉄道管理、採⽯場管理、ため池管理、屋上緑化管理

第三者上空⾶⾏が前提のサービスが拡⼤
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ドローンの市場規模予測とそれを阻む障壁
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今後ドローン市場は間違いなく伸びると⾔われていながらも、第三者調整に課題有

レベル4「有⼈地帯での無⼈⾶⾏」が解禁されても、技術や体制整備に加
えて実⽤化には地域住⺠との調整が必要





無人航空機の飛行の安全に関する教則
紹介



ドローンの安全管理に関する項目が定められる



あらゆる状況下で求められる「人の安全」



地域のルールを遵守し、マナー・モラルを重視した飛行が重要



飛行経路の安全性確保や、危険を感じさせない工夫が必要



法令のみならず、地域の特性に応じたルール・マナーの遵守
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商⽤利⽤にあたってドローン事業者が直⾯する課題︓法改正後にもリスクが残る
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ドローン墜落による⼈⾝事故や物損事故、またプライバシーの侵害や騒⾳などへの不安が主な原因

技術

法律

⼈

既に重量や安定性、⾶⾏距離、速度に加えて⾃動操縦の精度も⼗分なレベルに達している

2022年12⽉以降は、有⼈地帯での無⼈⾶⾏（⾃動操縦）が可能になる

済

済

未
解
決
の
課
題

リスクに対する
拒否反応

検討理由の
⽋如

⾃分の上空が無法地帯化
誰でも勝⼿に⾃分の⼟地の上空を⾶ばせるの︖

事故時の責任の所在が不明
落ちて被害を受けたら誰が補償してくれるの︖

そもそも許可する理由がない
なぜ間にいる⾃分だけ譲らなければならないの︖
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商⽤利⽤にあたってドローン事業者が直⾯する課題をすべて解決
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不安払拭とインセンティブ付与を通じて、地域住⺠の納得を得た上でのドローン⾶⾏を実現

技術

法律

⼈

既に重量や安定性、⾶⾏距離、速度に加えて⾃動操縦の精度も⼗分なレベルに達している

2022年12⽉以降は、有⼈地帯での無⼈⾶⾏（⾃動操縦）が可能になる

済

済

未
解
決
の
課
題

リスクに対する
拒否反応

検討理由の
⽋如

⾃分の上空が無法地帯化
誰でも勝⼿に⾃分の⼟地の上空を⾶ばせるの︖

事故時の責任の所在が不明
落ちて被害を受けたら誰が補償してくれるの︖

そもそも許可する理由がない
なぜ間にいる⾃分だけ譲らなければならないの︖

航路決定権を
⼟地所有者が持つ

プラットフォームを介して
保険に⾃動加⼊

⼟地保有者は⾃分の上空
をマネタイズできる

不安払拭

インセンティブ付与
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安⼼・安全な空路を提供する「ソラシェア」
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⽇本で取得済みのビジネスモデル特許(⽶国申請中)

第三者上空を⾶⾏させる場合、運航者は必ずしも全て地権者の合意を取る
必要はないが、円滑な事業推進のため地域との合意形成が推奨されている。

⾃治体や地域と事前に調整を⾏い「空の道」を設定し、ドローン配送事業の空路を整備する。



事例紹介



Copyright © Truebizon, ltd. ALL RIGHTS RESERVED. 16
Copyright © TrueBizon, ltd. ALL RIGHTS RESERVED.Copyright © TrueBizon, ltd. ALL RIGHTS RESERVED.

事例1【つくば市・福岡市でのSKY-D連携】

災害対策福岡つくば 住宅地配送

2022.0102020.02



スカイドメインによる空路の視覚化と住民調整

©TrueBizon,ltd 2021
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12本の「空の道」

キャンプ場の道、日用品配送の道、薬の道、フー

ドデリバリーの道、新聞配達の道、そばの道、

イチゴの道、防災の道、観光の道、NEXCO西日

本PAへの道、みかんの道、まんじゅうの道

＋7本
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（協力団体）
まちづくり協議会、地域建築業者、小売店、新聞社、病院、地域飲食店、電力会社、高速道路会社、JA、森林組合らと連携

事例２【空のデジタル田園都市・多久市】
機体・ポート・運用システム・ルートのインフラパッケージの構築



過疎地域等におけるドローン物流ビジネスモデル検討会 構成員 （国のCO2削減事業）
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トルビズオンについて︓会社概要（株式会社トルビズオン）
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ドローン⾶⾏において最も厄介なリスク対策、地権者の合意形成などを実現する【空の道の開拓者】

計15名でプラットフォームの開発とドローン事業のコンサルティングを提供

増本衛

ドローンビジネスの
プロフェショナル

7年間の起業経験
RUSEA副理事⻑

CEO

設⽴
• 2014年4⽉
住所
• 福岡県福岡市中央区天神1-1-1 fabbit
事業内容
• 上空シェア「ソラシェア」の運営
• ドローン事業開発コンサルティング
資本⾦
• 32,500,000円
代表取締役
• 増本衛

⾼⼭靖弘

広告代理店、外資系の
ITベンチャーで
マーケティング及び

事業開発経験8年以上

ビジネス開発

中村涼⼦
官⺠連携
⾃治体職員経験
20年以上、デジタ
ル庁シェアリングエコ
ノミー伝道師

深⼭治

アクセンチュア、
デロイト等で

コンサル経験20年以
上

COO

⽯畑智教
CTO

福岡銀⾏、ITベンチ
ャー、オフショア開発
実績あり、

PM経験10年以上

岩佐威秀
CFO

⼤⼿VCでの投資業務
を経て、ITベンチャーで
の管理部⾨⽴ち上げ・
IPO実務経験

連絡先：info@truebizon.com

mailto:info@truebizon.com

